






しているわけではなく,互いに関連し合い,生徒の能力向上には,可能な限り統合して教え,学ば

せ,評価することが最善である」と主張している。そして,教師が STEMリテラシーや STEMプ
ラクティス,各 STEM 教科の評価基準を十分に理解した上で統合的に指導することが重要であ
ると指摘した。 

 この STEM教育の概念は,全米研究評議会(National Research Council; NRC)が,STEM系教科
と社会の関係性が希薄であることや,STEM 系人材が極端に不足しているという背景を受

け,Framework と NGSS を開発したことに端を発する。Framework でビジョンが示され,NGSS
では具体的な基準が提示された。NGSS・Frameworkでは,科学教育においてエンジニアリング

が重視された。ここで,本研究における科学とエンジニアリングの定義をする。Frameworkの定
義に従い,科学とは「自然の真理を探究すること」であり,エンジニアリングとは,「特定の課題

の解決」(NRC, 2012)と定義する。また,日本

の文脈において「学問分野」という意味合い

の強い「工学」を避け,「エンジニア 

リング」と表現する。NGSS・Frameworkで
は,学習過程として表 1に示した科学的・工
学的プラクティスの重要性を強調してい

る。プラクティスは指導法ではなく,過程を

指すものであり,例えば工学的プラクティ

スは実際にエンジニアが特定の課題を解決

する際の過程である。NGSS では,学習過程

として「探究」ではなく「プラクティス」を

用いる。これは,科学的調査がスキルだけで

なく,各プラクティスに固有の知識を必要

とすることを強調するためである(NRC, 2013)。科学的・工学的プラクティスの差異点は,工学

的プラクティスが問題解決のためにデザインや制作物を作成することを目的とする一方,科学

的プラクティスは科学的現象の説明や発見をゴールとする点である(竹本・熊野,2022)。 

 また,NGSS では,科学教育の柱として物理科

学,生命科学,地球・宇宙科学と並べて図 1で示
したエンジニアリングデザイン(Engineering 
Design)が重視された。エンジニアリングデザイ
ンとは,人間のニーズや欲求を満たすための技

術的問題に対する解決策を開発,反復,改善する

プロセスであり (NRC, 2012),これは「定義
(Define)」「解決策の模索(Develop solutions)」「最
適化(Optimize)」で構成される。これらには反
復的なサイクルがあり,このサイクルが科学

の知識を応用し,工学的プラクティスに取り組むための最大の可能性を提供している。 

 

4. エンジニアリングデザインを中心とした STEM型授業の実践的検討 

 ここでは高校物理におけるエンジニアリングデザインを中心とした STEM 型授業の教育的

科学的プラクティス 工学的プラクティス 

問いを立てる 問題(課題)を定義する 

モデルを開発し,使用する 

調査を計画し実施する 

データを分析し解釈する 

数学と計算を用いた思考をする 

説明を構築する 解決方法をデザインする 

証拠に基づいてアーギュメントに取り組む 

情報を得て,評価し,コミュニケーションする 

表 1 科学的・工学的プラクティス 

図 1 エンジニアリングデザインの構成要素 
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効果を明らかにすることを目的とし,NGSS の理論をもとに,日本の高校物理の文脈に設計し,

エンジニアリングデザインを中心とした STEM 型授業を実践,教育的効果を検証した。授業と

理論の関係について図 2に示す。 

4.1 授業と調査の概要 

 授業は,宮崎県内の

公立高校 2年生の 2ク
ラス(42 名)を対象に,

物理基礎：熱力学の範

囲で,図 2 の計 5 時間
で実施した。調査は,以

下に示す 5つの観点の
検証を目的に,2 群事
前事後モデルで行い,

①〜④の質問紙調査は

PISA2015, 
TIMSS2019 の項目を
参考に 4 件法で調査
し,⑤の調査用紙では,

熱力学の概念に関する

問題を 3問作成し, 

0〜4点のルーブリックにより評価した。 

 

表 2 質問紙(①〜④)の各項目の事前と事後のポイントの変化の抜粋(n=33)  

 

①物理に対する価値観および将来的な科学との関わり方に変化が見られたか。 

②探究活動における物理学的アプローチへの価値付けにどのような変化があったか。 

図２ 授業の概要と理論との関係 
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③熱力学の学習に対する生徒の姿勢がどのように変化したか。 

④理科学習者としての自己効力感がどのように変容したか。 

⑤実践した授業を通じて,生徒が正しい物理学的概念を習得できたか。 

4.2 主要な調査結果とその考察 

調査結果から,本授業の教育的効果を検証した。表 2,表 3 に主要な調査項目をまとめた。 

 まず,①では,物理に対する価値観や将来の科学との関わりについて,生徒は学びの意義を実

感し,実社会との関連性を肯定的に捉えるようになった。特に,物理が日常生活や社会での成功

に直結する学問であるという認識が広がった。②では,科学的探究に対する認識の変化は限定

的であった。今回の授業では学習過程として工学的プラクティスを中心に設計したため,科学

的な手続きへの価値付けが十分に進まなかった可能性がある。この結果は,NGSS で科学的プラ

クティスと工学的プラクティスの両方をバランスよく取り入れていることの重要性を裏付ける

ものである。③では,熱力学の学習においては「楽しい」「好き」といった感情的な側面で大幅

な改善が見られ,実験,活動を通じて主体的に学びに向き合う姿勢が促進された。この結果

は,STEM 教育が重視する体験的学びが生徒の関心を喚起する効果を裏付けるものである。さ

らに,④では,理科学習者としての自己効力感が向上し,特に日常生活に応用できる知識や技能

に対する自信が深まった。 

 

表 3 調査問題(⑤)の各項目の事前と事後のポイントの変化と合計得点(n=37) 

 
最後に⑤から物理概念の獲得に注目すると、全ての項目で合計得点が向上した。特に,「物質の

三態と状態変化」に関する得点の増加が顕著であった。一方で,「エネルギー」に関する項目で

は,相対的に変化が小さい傾向が見られた。この理由として、「エネルギー」は熱力学だけでな

く物理全般の横断的な概念であり,理解に時間を要する可能性が考えられる。また,学習成果の

ばらつきについては,自由度の高い活動の特性の影響だと考えられる。 

 

5.総合的考察と今後の課題 

 本研究では高校物理におけるエンジニアリングデザインを中心とした STEM 型授業を通じ

て,生徒の学習態度や物理学習への価値観に対して一定の効果を得ることができた。 

 特に NGSS で重視された「プラクティスと学習内容(領域コア概念)の結びつき」が生まれる

ように,工学的プラクティスと学習内容を結びつけて授業を設計し,エンジニアリングデザイン

の反復サイクルに沿った活動を行った。その結果,生徒の学習態度や物理学習への価値観に与

える効果,さらには物理的概念の獲得への効果を得ることができた。さらに,科学的・工学的プ

ラクティスの重要性も確認することができた。今後の課題としては,科学的・工学的プラクティ

スの両者の関係性や STEM の統合についても実践的にも検証したい。 
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高校物理における形成的評価を取り入れた授業方略に関する 

理論的・実践的研究 

～Best Evidence Science Teaching（BEST）の指導理念に着目して～ 

 

教科領域指導力高度化コース 前田晏寿 

 

１.研究の目的・方法 

 本研究では、高校物理が目指す教育理念やその課題を具体的に整理し、その課題の克服に向

けた授業方法を模索する。その手掛かりとして、イギリスのプロジェクトである Best Evidence 

Science Teaching（以下 BEST）に着目し、授業における教師の意図と生徒が実際に学んだ内容

の差異を明らかにする方法を構築し、その教育的効果の検証を目的とする。具体的には、表に

示す方法を用いて、以下の 3点を明らかにする。 

 

 

２.高校物理の教育理念と課題 

James and Mark（2021）は、物理学とは世界を構成している要素やその振る舞いに着目し

て、世界のあらゆる現象に対する、納得いく説明をもたらすものであると述べている。物理学

は、電子のような小さいものから宇宙のような大きいものまでを対象とするため、物理学は非

常に複雑で、抽象的な学問と見なされることが多い。想像ができない、漠然としていてよくわ

からないといった理由から物理を苦手とする生徒がいる要因には、物理学という学問の特徴が

関係していると考えられる。加えて同著では、物理教育において重要なのは、生徒が物理を学

ぶ（Learning physics）過程で、私たちが日常生活の中で物理を活用（Doing physics）している

のを実感できるようにすることだと説明している。物理を教える際は、物理が単なる理科の一

科目にとどまらず、教室の外へと広がっていく学問であることを、生徒に強く意識させること

が求められる。また「物理を学ぶ（Learning physics）」の課題として、物理の授業が、単なる

計算モードに陥らないよう、概念的理解も図る必要があると論じている。しかし概念的理解を

するにあたって、生徒が生活上抱いている概念が、新しい科学的知識の習得を妨げることがあ

り、その克服方法の一つとして授業前に診断的問題を取り入れるという手法を提案している。

生徒の概念修正には、生徒の既有知識を考慮した授業展開や説明が必要であり（森・秋田，

2002）、この手法は教師が生徒の考えを把握する形として参考になる。 

表 1 本研究における具体的目標とその方法 
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３.BESTの特徴と指導理念 

(1) BESTの概要 

 BESTは、イギリスのヨーク大学を拠点として、 2016年から稼働したプロジェクトであ

る。本プロジェクトはまず、生徒が抱いている一般的な誤解や、それを調査するための効果的

な診断的問題などに関する多くの研究を体系的に調査した。そのエビデンスを基に、日常の授

業に教師が取り入れられるよう、物理、化学と地球科学、生物の 3領域にわたって何百もの教

材を開発した。対象はイギリスの教育課程におけるKey Stage 3～4（11歳から 16歳）であ

り、教材は全て、STEM Learningのホームページから誰でも無料で入手することができる。

（https://www.stem.org.uk/secondary/resources/collections/science/best-evidence-science-teaching） 

(2) BESTの教材の特徴とその指導理念  

BESTの教材の中で、本研究では診断的問題

（Diagnostic questions）と理解を促す活動（Response 

activities）の 2つの教材を特に取り上げる。 

診断的問題（図 1）とは、新たな学習に入る前に生

徒が解く問題であり、その回答を見て、生徒がどのよ

うな考えを持っているか、生徒自身や教師が把握す

るために使用する。理解を促す活動とは、誤った考え

を正しい科学的知識に修正するための活動であり、

話し合い活動や実験などに関する資料が開発されて

いる。 

診断的問題と理解を促す活動は対になって開発さ

れているため、形式的に教材を導入することにより、

指導と評価が一体化した授業を実現することができ

る。また、これまで感覚的にしか捉えられなかった生

徒のつまずきを、診断的問題を用いることで、誰がどの段階でつまずいているのか把握できる

点も大きな特徴である。さらに誤った考えを正しい科学的知識に修正するためには、生徒自身

の内省的な対話が必要（Black and Wiliam , 1998）であるが、BESTの教材では、診断的問題で生

徒の考えを明確化し、それに続く活動でフィードバックを生み出すことで、生徒が自身の誤り

に気づき修正を図ることを可能にしている。 

 また、BESTの教材が扱っている題材は、日常生活に関連した

ものが多いことも特徴として挙げられる。例えば「Fukushima

（図 2）」では、 2011年に実際に起こった福島の原発事故を取

り上げ、発生した放射線について話し合いを通して理解を深め

る活動となっている。このように日常生活や社会の文脈が強い

題材が多いのは、「物理を活用する（Doing physics）」の考え方を

強く反映していると捉えることができる。 

図 2 「Fukushima」の 

一部抜粋 

図 1 物体の温度に関する診断的問題 
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３.BESTの特徴と指導理念 
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４．BESTの指導理念を取り入れた実践授業 

(1) 授業の概要 

以上のような指導理念を日本の物理教育に取り

入れることで生まれる教育的効果について検証す

るために、実践授業を行った。対象は公立高校 2

年生普通科・物理選択生の計 54名で、学習内容

は物理基礎の単元「熱とエネルギー」である。本

実践では、BESTが開発している教材をそのまま

授業に導入するのではなく、前項で明らかになっ

た BESTの教材観や指導理念に焦点を当て、それ

を日本の物理教育に取り入れられるようにデザイ

ンする点にあることを確認しておきたい。 

(2) 実践方法 

 本実践は全 6時間であり、主に各授業で扱う物理の重要概念を 1つ取り上げ、それに関す

る診断的問題を授業の最初と最後の 2回にわたって回答するような授業展開を行った。図 3に

全 6回の授業内容を示す。1、2、4時に行った●の診断的問題は、BESTが開発した既存の教

材を援用している。5、6時に行った○の診断的問題は、想定される生徒の誤答を基に授業者

が作成している。これらの診断的問題は、学習前後の考えを一目で比較できるよう、同じ問題

をプリント内左右に 2つ配置した。また、生徒が自分の考えの変容を記述できるよう、回答欄

とは別に記述欄を設けた。診断的問題と対になっている「理解を促す活動」は、授業時間や実

験器具の制約によって実施が困難であったため、診断的問題から予測される生徒の誤答を基

に、その後の授業展開や教具を工夫することに代えた。調査項目と調査方法を表 2に示す。 

表 2 調査項目と調査方法 

図 3 実践授業の内容 
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(3) 実践結果 

①各授業の診断的問題で考えの変容を 

表現できているか 

図 4は、図 1の診断的問題のある生徒

の回答である。事後は正しい選択肢を、

自信を持って回答できていることや、記

述ではなぜ自分が間違っていたのか、科学的に考えて表現できていることが窺える。 

②正しい熱概念が習得されているか 

 図 5は熱概念に関する調査問題の平均点である。全体的に平均点が

実践前後で上昇していることから、授業を通して正しい熱概念がおお

むね習得されていると考えられるが、3問それぞれの結果を比較する

と、熱概念ごとの習得状況に差があることが確認された。 

③物理を勉強すると日常生活に役立つことを実感しているか 

 図 6は、③の調査に対する回答であり、全体的に肯定的

回答が増加していることが確認された。「物理を活用する

(Doing physics)」の考え方を反映したBESTの教材を援用

することにより、科学的知識を生活に結び付けた深い理解

につながったと考えられる。 

④熱力学の勉強に対する姿勢に変化があるか 

 図 7 は、④の調査結果の抜粋である。「熱力学の勉強は

楽しい」「熱力学で面白いことをたくさん勉強している」

に対して全体的に肯定的回答が増加していることが確認

され、他の 5項目についてもほぼ同様の傾向が見られた。 

 

５．総括 

 物理を活用しながら生活しているイメージを生徒が持つには、計算だけでなく概念的理解を

深めることが必要である。そのためには新たな学習に入る前に教師が生徒の考えを把握して、

それを考慮した授業展開が有効であることが示唆された。実践授業では、診断的問題を授業前

後に取り入れ、生徒が自身の考えの変容を客観的に捉える機会を設けたり、生徒の誤った考え

を想定して授業を講じることで、熱力学の概念的理解や熱力学の勉強に対する姿勢、また日常

生活と科学的知識を結びつけた深い理解に一定の効果が確認された。 

 

図 5 ②の調査結果 

図 4 診断的問題の回答例 

図 6 ③の調査結果 

図 7 ④の調査結果（一部抜粋） 
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中学生を対象とするシンセティック・フォニックス指導とその検証 

 

教科領域指導力高度化コース 柳田怜 

 

１．研究の目的 

中学校学習指導要領（平成 29年告示）解説外国語編では、「中学校においては、小学校にお
ける文字の名称の読み方の指導から、文字の表す音の指導に移行する必要がある」と述べられ

ている（文部科学省, 2018, p. 92）。小中接続を踏まえた音と文字の指導の充実化と中学生の英単
語（発音、綴り、意味）学習におけるつまずきの手助けの一つとして、本研究では公立中学校

1 年生を対象とするフォニックス指導の実践とその検証に取り組む。フォニックスとは、読み
書きに難がある英語圏の子どもを対象として開発された教授法であり、概略、音と文字との間

にある体系的かつ予測可能な関係性を理解する力の育成を主眼とする（アレン玉井, 2019）。フ
ォニックスは読み書きの技能を高めるだけでなく、英語らしい発音も育成することができる利

点がある。多岐に渡る指導法の内、本研究ではシンセティック・フォニックスを採用し、個々

の文字に対応する音を理解し、それぞれを合わせながら単語全体を把握する学習活動を重視す

る。次節では、関連教材の一つである、イギリス発祥のジョリーフォニックス（ジョリーラー

ニング社, 2017）に基づく指導実践とその効果検証に取り組んでいる先行研究を概観する。 
 

２．先行研究 

木澤(2018)は、小学校 2～6年生を対象とするシンセティック・フォニックス指導の実践とそ
の効果検証に取り組んでいる。聴覚提示された非単語を聞こえた通りに発音する課題と視覚提

示された未知語を音声化する課題を 1年間に 3回実施した結果、前者は経時的に統計上有意な
向上がみられた。後者は、2回目の調査段階では有意な向上はなかったが、ブレンディング（第
4.1節参照）に割く時間をより多く確保した結果、3回目の調査では有意な向上がみられた。百
武・納富(2022)は、中学校 2 年生を対象とするフォニックス指導を帯活動として 7 時間実践し
た。その結果、聴覚提示された単語を文字化するテストと視覚提示された単語を音声化するテ

ストのパフォーマンスについて、事前・事後で有意な向上がみられた。また、音と文字の対応

の学びに対する生徒の情意に関して、ブルーム他(1973)に基づき、受け入れ（1. もっと学びた
いか）、反応（2. 学んだことを使って読もうと思うか）、価値づけ（3. 学ぶことによって読み書
きしやすくなるか）、組織化（4. 学んだ知識を使って読んだり書いたりしているか）の 4 項目
について、4件法（4：とてもそう思う～1：全くそう思わない）の回答形式で調査が行われた。
その結果、反応のみ平均値が経時的に上昇した。以上を踏まえて、本研究ではジョリーフォニ

ックスに基づく帯活動を実践し、音声化、文字化、情意の 3つの観点からその効果検証を行う。 
 
３．研究課題 

RQ1: シンセティック・フォニックス指導法に基づく計 4 時間の帯活動を通して、生徒の音声
化タスクのパフォーマンスは変わるか？ 

RQ2: 当該帯活動を通して、生徒の文字化タスクのパフォーマンスは変わるか？ 
RQ3: 当該帯活動を通して、音と文字の対応の学びに対する生徒の情意の評価が変わるか？ 
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４．指導実践と研究方法 

4.1 指導実践 

本研究の実践対象者は、公立 X 中学校第 1 学年通常学級 3 学級に在籍する生徒 103 名であ
る。授業の実施期間は 202X年 11月～12月にかけての約 4週間である。1学級に対して 1回約
20分間の帯活動を全 7回（オリエンテーション、事前調査、指導 4回、事後調査）で実施した。 
 本研究では、ジョリーフォニックスを採用し、その指導方法の一部を変更しながら以下 6つ
の手順で実施した。まず、「①音の確認」では、生徒にプロジェクターで絵を提示し、絵に含ま

れる単語に言及しながら指導対象となる音と文字のペアを導入した。「②アクション」では、運

動感覚を伴いながら音と文字の対応関係を学習する活動を行った。「③文字指導」では、指導対

象の文字の音を声に出しながら空書を行った。「④ブレンディング」では、英単語に含まれる

個々の音を読みながら文字との対応を確認し（例：/s/-/a/-/t/）、それぞれを合わせて、一つの単
語として発音するトレーニングを行った。また、生徒が個々の文字の音を合わせて単語として

どう読むかを予測したり、音を加えて既知の単語を導いたりする活動を加えた。「⑤文字のディ

クテーション」及び「⑥単語のディクテーション」では、筆者が発音した文字や単語の音を生

徒が聞き、その音に対応する文字をワークシートに書き込む活動を行った。 
 本実践の特色は、上記④にオンセット（語のはじめの子音（群））・ライム（オンセットに続

く母音と残りの子音（群））構造の形成（例：pet = /p/-/et/）を織り交ぜることで、日英語の音と
文字の体系のずれに配慮していることにある。一般的に日本語はモーラを基本単位とし、多く

の場合 CV構造（例：クラス=/ku/-/ra/-/su/）をとるが、子音が単独で存在することは稀である。
一方、英語の場合、オンセット・ライムや音素レベルで音韻認識（例：classのオンセット・ラ
イムは/cl/-/ass/、音素は/c/-/l/-/a/-/ss/））の獲得が進む。従って、日本人英語学習者の場合、個々
の文字の音を結び付けて単語として読むトレーニングにオンセット・ライム構造の指導を織り

込むことで、より英語らしい音韻を認識しながら音と文字の対応関係を結ぶことが可能となる。 
 最後に、帯活動で指導する言語素材を述べる。ジョリーフォニックスでは、英語の主要 42音
が、英単語への出現頻度とブレンディングのしやすさなどに基づいて、7 つのグループに分け
て指導される。本研究では、実践期間の都合から第 1Gから第 4Gまで（第 1G：s, a, t, i, p, n／
第 2G：c/k, e, h, r, m, d／第 3G：g, o, u, l, f, b／第 4G：ai, j, oa, ie, ee/or）を指導することとした。 
 
4.2 研究方法 

 まず、音声化タスクについては、第 1Gから第 4Gに含まれる音素を網羅した 10の単語（corn, 
feet, pie, soap, jam, brain, doll, hen, pig, truck）を調査素材として設定した。生徒はこれらの単語が
記載されたワークシートを見ながら、タブレットの録音機能を使って英単語の読み上げ音声を

録音し、録音ファイルをロイロノートで提出した。事前調査では答え合わせをせず、事後調査

の段階では調査素材の順番を入れ替えて調査した。 
次に、文字化タスクについては、第 1Gから第 4Gに含まれる音素から成る 10の単語（fork, 

bee, tie, goal, jump, rain, sock, help, gift, hand）を設定したが、許容解が生じるため beeを除外し
た。生徒は、筆者が読んだ英単語の文字をロイロノート上のワークシートに書き込み、提出し

た。また、事前調査では答え合わせをせず、事後調査では調査素材の順番を入れ替えた。 
最後に、本研究の帯活動に対する生徒の情意の調査方法を述べる。本研究では、ブルーム他

(1973)の情意領域に基づく百武・納富(2022)の質問を参考にして、独自の質問を 4つ（1. 受け入
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 本実践の特色は、上記④にオンセット（語のはじめの子音（群））・ライム（オンセットに続

く母音と残りの子音（群））構造の形成（例：pet = /p/-/et/）を織り交ぜることで、日英語の音と
文字の体系のずれに配慮していることにある。一般的に日本語はモーラを基本単位とし、多く

の場合 CV構造（例：クラス=/ku/-/ra/-/su/）をとるが、子音が単独で存在することは稀である。
一方、英語の場合、オンセット・ライムや音素レベルで音韻認識（例：classのオンセット・ラ
イムは/cl/-/ass/、音素は/c/-/l/-/a/-/ss/））の獲得が進む。従って、日本人英語学習者の場合、個々
の文字の音を結び付けて単語として読むトレーニングにオンセット・ライム構造の指導を織り

込むことで、より英語らしい音韻を認識しながら音と文字の対応関係を結ぶことが可能となる。 
 最後に、帯活動で指導する言語素材を述べる。ジョリーフォニックスでは、英語の主要 42音
が、英単語への出現頻度とブレンディングのしやすさなどに基づいて、7 つのグループに分け
て指導される。本研究では、実践期間の都合から第 1Gから第 4Gまで（第 1G：s, a, t, i, p, n／
第 2G：c/k, e, h, r, m, d／第 3G：g, o, u, l, f, b／第 4G：ai, j, oa, ie, ee/or）を指導することとした。 
 
4.2 研究方法 

 まず、音声化タスクについては、第 1Gから第 4Gに含まれる音素を網羅した 10の単語（corn, 
feet, pie, soap, jam, brain, doll, hen, pig, truck）を調査素材として設定した。生徒はこれらの単語が
記載されたワークシートを見ながら、タブレットの録音機能を使って英単語の読み上げ音声を

録音し、録音ファイルをロイロノートで提出した。事前調査では答え合わせをせず、事後調査

の段階では調査素材の順番を入れ替えて調査した。 
次に、文字化タスクについては、第 1Gから第 4Gに含まれる音素から成る 10の単語（fork, 

bee, tie, goal, jump, rain, sock, help, gift, hand）を設定したが、許容解が生じるため beeを除外し
た。生徒は、筆者が読んだ英単語の文字をロイロノート上のワークシートに書き込み、提出し

た。また、事前調査では答え合わせをせず、事後調査では調査素材の順番を入れ替えた。 
最後に、本研究の帯活動に対する生徒の情意の調査方法を述べる。本研究では、ブルーム他

(1973)の情意領域に基づく百武・納富(2022)の質問を参考にして、独自の質問を 4つ（1. 受け入

 
 

れ：文字と音の結びつきを学ぶ時間をもっと持ちたいですか／2. 反応：英語を見たり聞いたり
したときに、どんな音や文字になるか考えますか／3. 価値づけ：英語の音と文字の対応につい
て学んだことを家族や友だちに共有したいと思いますか／4. 組織化：英語の音を文字にしたり、
英語の文字を声に出したりすることについて友だちと話し合うのが好きですか）設定し、4 件
法での回答（4：とてもそう思う～1：全くそう思わない）を求めた。また、補足的考察のため、
文章完成式の自由記述（あの活動で私が｛好きな／嫌いな｝ところは、＿＿＿である。なぜな

ら＿＿＿。）を設定し、帯活動について生徒が肯定的／否定的に捉えている側面に関する記述を

収集した。自由記述については、KH Coder（樋口他, 2022）で分析した。 
  
５．結果と考察 

5.1 音声化タスク、文字化タスク及び情意調査の結果 

まず、音声化タスクは 50名の回答を分析対象とし、英単語に含まれるそれぞれの文字の読み
間違えと不要な母音挿入の観点から完全正答（1問 1点、合計 10点）で採点を実施した。音声
化タスクの平均値は、事前がM = 4.300，SD =1.865、事後がM = 4.780，SD = 1.776であり、対
応有り t検定の結果は t = 2.201, p = 0.032, Cohen’s d = 0.266となった。従って、本研究の帯活動
は、音声化タスクにおける生徒のパフォーマンスの向上を導いたといえる。 
次に、文字化タスクは 62名の回答を分析対象とした。文字化タスクは完全正答で採点（bee
を除外したため、合計 9点）した。文字化タスクの平均値は、事前がM = 2.887、事後がM = 
3.371となり、対応有り t検定の結果は t = 2.501, p = 0.015, Cohen’s d=0.258となった。従って、
本研究の帯活動は、文字化タスクにおける生徒のパフォーマンスの向上を導いたといえる。 
最後に、情意的評価は 51 名を分析対象とした。情意領域 4 項目の質問ごとに結果を述べる
と、受け入れと組織化で向上傾向（受け入れの平均値：事前 3.255、事後 3.451／反応の平均値：
事前3.392、事後3.353／価値づけの平均値：事前2.627、事後2.765／組織化の平均値：事前2.647、
事後 3.000）がみられ、対応有り t検定の結果、統計的にも有意な向上がみられた（受け入れ：
t = 2.211, p = 0.031, Cohen’s d=0.328／組織化：t = 2.761, p = 0.000, Cohen’s d=0.446）。このように、
受け入れと組織化については向上がみられ、その他については維持傾向があったといえる。 
 

5.2 自由記述の結果 

 最後に、帯活動に対する生徒の情意（好き嫌い）に関する自由記述を、KH Coderの共起ネッ
トワーク及びKWICで分析した結果（図 1参照）を述べるが、結果は多岐に渡るため、概略の
みを述べる。帯活動の好意的側面を捉えている記述（58件）に関して、個々の音と文字の正確
な対応関係の学び（Subgraph 1）、手を使ったり、予測したりすることで記憶に定着すること
（Subgraph 2）、単語の発音と発音の仕方が分かること（Subgraph 4）、自分の間違いに気付ける
こと（Subgraph 5）等が挙げられた。以上の結果から、生徒はフォニックス指導の趣旨（音と文
字との間にある体系的かつ予測可能な関係性の理解）を生徒が肯定的に捉えていることが窺え

る。一方、否定的側面を捉えている記述 20件（図 2参照）については、学習する英単語の難し
さや帯活動の教材・教具及び内容・展開方法（Subgraph 1）、単語の発音の仕方の難しさ（Subgraph 
3）、似ている音の聞き分け（Subgraph 4）が挙げられた。従って、個々の文字の音を発音する際
の口の作り方や音の聞こえを確認するための活動を充実化させつつ、音と文字のペアを学ぶ際

の英単語の難度を調整し、掲示物の見づらさを改善する等の必要性があると考えられる。 
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図 1：共起ネットワーク（好き）       図 2：共起ネットワーク（嫌い）  
 
６．結論 

 本研究ではシンセティック・フォニックスに基づく帯活動 4回の実践とその検証に取り組ん
だ。その結果、音声化タスクと文字化タスクにおける生徒のパフォーマンスの向上がみられ、

情意については受け入れと組織化が向上し、その他については維持傾向がみられた。自由記述

の結果を踏まえると、フォニックス指導の趣旨を生徒が肯定的に捉えていることが分かった。 
 最後に、今後の指導実践を発展させる上での配慮事項を述べる。本研究の実践では、第 1Gか
ら第 4Gまで 1回ずつの指導にとどまったため、各Gの指導を 10分 2回に分けた上で第 7Gま
で指導を実践し、その検証を行う必要がある。1 回目は、①と②で個々の文字の音を発音する
際の口の作り方や音の聞こえを確認するための活動を充実化させつつ、④ブレンディングまで

を指導することで文字の音声化を重視する。その後、2回目は、1回目の復習と⑤・⑥のディク
テーションに力を入れて、音の文字化を重視したい。また、中学校 1年生を対象とする年間指
導計画と対応させる場合は、1学期は文字の音と名称の違いの理解を促す指導、2学期は発音の
仕方やブレンディングを重視した文字の音声化中心の指導、3 学期は音の文字化の指導に取り
組むことで、音と文字の対応関係をより系統的に指導することができると考えられる。 
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令和６年度 課題研究指導体制 

科目名 学生 指導教員 

教
職
総
合
研
究
Ⅰ 

川越 友貴 立元 真 

小川 智博 小林博典 

金丸 喜紀 小林博典 

橋口 伽奈子 竹内 元 

中島 梢 木根主税 

新田 美樹 木根主税 

吉田 紀子 戸ヶ﨑 泰子 

教
職
総
合
研
究
Ⅱ 

髙橋 真優 椋木 香子 

西田 美羽 椋木 香子 

丸田 世哉 竹内 元 

山口 ひかる 竹内 元 

内田 千晴 中村 佳文 

上門 凜 興津 紀子 

瀬川 凌 早瀬 沙織 

藤島 旺志 野添 生 

前田 晏寿 野添 生 

柳田 怜 本多 正敏 
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令和５年度 課題研究指導体制 

 

科目名 学生 指導教員 

教
職
総
合
研
究
Ⅰ 

工藤 貴之 湯田拓史 

松田 崇 椋木 香子 

清 清香 永吉寛行 

前田 絵理 永吉寛行 

明利 尚美 永吉寛行 

児玉 真理 興津紀子 

高口 章子 木根主税 

秋吉 理佳 伊波富久美 

教
職
総
合
研
究
Ⅱ 

川野 洸哉 湯田拓史 

峯田 雅斗 湯田拓史 

岩切 香楠子 盛満 弥生 

上杉 結梨奈 椋木 香子 

槐島 萌々花 竹内 元 

日髙 千嘉子 竹内 元 

堀川 佳帆 竹内 元 

森田 悠希 椋木 香子 

榎本 翔太 木根主税 

黒木 敬亮 木根主税 

時任 大那 木根主税 

平原 弘稀 三輪佳見 

髙山 泰征 半田健 

原口 七菜子 若林上総 
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令和６年度教育学研究科教務委員会年次報告 

 
宮崎大学大学院教育学研究科教務委員会規程第１条に基づき、研究科の円滑な運営を図

るため、宮崎大学大学院教育学研究科教務委員会を置き、教務に関する事項について企画・

審議している。年間約 24回（平均月２回）の開催を計画しているが、途中、議題等がなか

った事による流会などもあり、結果的に 18回の開催となった。 

主な議題は、教務関連、入試関連、教育実習関連であり、広報や FD,学生支援等の各種専

門委員会からの提案も審議している。 

昨年度、宮崎県教育委員会派遣の現職教員学生を対象とした短期履修制度の見直しや、連

携協力校の再編成等に取り組んだ結果、今年度の審議事項は通常の範囲のものであったと

言える。今後に向けたものとして、研究科教務委員会を研究科全体の管理・運営を含めた委

員会としていくための名称及び所掌の変更が課題として提起されている。 

 

 

参考資料 

資料１：令和６年度研究科教務委員会議事要旨 

82



令和５年度 課題研究指導体制 
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参考資料 
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令和 6 年度教育学研究科 FD 専門委員会年次報告 

 

令和６年度は、例年どおり 3 回の FD 研修会を実施した。各研修会の報告は下記の通りであ

る。 

令和６年度第 1 回教育学研究科 FD 研修会 

 令和 6 年 6 月 12 日（水）15：15-16：45 に第一会議室において対面方式で実施した。参

加者は 19 名であった。これまで第 1 回 FD 研修会では、ルーブリック評価導入の説明等を

してきたが、新型コロナ感染症も一段落したことから、ルーブリック評価がどういう意味を

もつのかということも含めて、現在展開している教員制度改革の説明を行った。 

とくに、研修履歴システムを活用した学校管理職による履修奨励のための対話が始動し

たことを説明した。教員と学校管理職等との積極的な対話に基づく、一人一人の教員に応じ

た研修の奨励を通した教員の資質向上のための環境づくりが課題になることを指摘した。

宮崎大学教職大学院と宮崎県の行政研修との単位互換性の条件は整いつつあり、ルーブリ

ック評価を導入することで両者の調整がしやすくなることを強調した。 

また、教職員支援機構（NITS）の動向として、2023 年度から探求型教員研修の可能性を

探っていくことを説明した。この探求型教員研修では、教員の自立性を重視しているが、学

校全体の専門性が高まるように管理職が働きかけることがポイントとなる。一方で、研修選

択の妥当性と興味関心の方向付けをする調整者として管理職が位置付けられることによる

困難が予想されることを指摘した。 

その他に、院生たちの負担を可視化するためにも、かつて実践しながら、コロナ感染症対

策下で途絶えていた、共通必修科目の課題や締め切りを示す特大模造紙を院生講義室に再

掲示することになった。 

令和６年度第 2 回教育学研究科 FD 研修会 

 令和 6 年 10 月 9 日（水）15：15-16：45 に第一会議室において対面方式で実施した。参

加者は 24 名であった。 

令和 6 年度前期の８つの共通領域科目の受講学生による授業アンケートの集計結果につい

て，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について全員で協議した。 

また、ルーブリック評価表導入の効果として、成績問い合わせの際にルーブリック評価表

を基に説明することで院生が納得しやすくなったことを説明した。 

さらに、昨年度までのルーブリック評価導入過程について、湯田拓史「教職大学院科目へ

のルーブリック評価導入の実践 ―FD 研修会を通じた情報共有の意義と課題―」『学校改善

研究紀要』（2024 年 3 月、75-89 頁）との題目で、全国学会の査読論文にしたことを報告し

た。論文の掲載先は、下記のアドレスを参照。 

https://j-sira.jp/wp-content/uploads/2024/04/06_2024_24J03.pdf 
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令和 6 年度教育学研究科 FD 専門委員会年次報告 
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る。 

令和６年度第 1 回教育学研究科 FD 研修会 
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してきたが、新型コロナ感染症も一段落したことから、ルーブリック評価がどういう意味を

もつのかということも含めて、現在展開している教員制度改革の説明を行った。 

とくに、研修履歴システムを活用した学校管理職による履修奨励のための対話が始動し

たことを説明した。教員と学校管理職等との積極的な対話に基づく、一人一人の教員に応じ

た研修の奨励を通した教員の資質向上のための環境づくりが課題になることを指摘した。

宮崎大学教職大学院と宮崎県の行政研修との単位互換性の条件は整いつつあり、ルーブリ

ック評価を導入することで両者の調整がしやすくなることを強調した。 

また、教職員支援機構（NITS）の動向として、2023 年度から探求型教員研修の可能性を

探っていくことを説明した。この探求型教員研修では、教員の自立性を重視しているが、学

校全体の専門性が高まるように管理職が働きかけることがポイントとなる。一方で、研修選

択の妥当性と興味関心の方向付けをする調整者として管理職が位置付けられることによる

困難が予想されることを指摘した。 

その他に、院生たちの負担を可視化するためにも、かつて実践しながら、コロナ感染症対

策下で途絶えていた、共通必修科目の課題や締め切りを示す特大模造紙を院生講義室に再

掲示することになった。 

令和６年度第 2 回教育学研究科 FD 研修会 

 令和 6 年 10 月 9 日（水）15：15-16：45 に第一会議室において対面方式で実施した。参

加者は 24 名であった。 

令和 6 年度前期の８つの共通領域科目の受講学生による授業アンケートの集計結果につい

て，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について全員で協議した。 

また、ルーブリック評価表導入の効果として、成績問い合わせの際にルーブリック評価表

を基に説明することで院生が納得しやすくなったことを説明した。 

さらに、昨年度までのルーブリック評価導入過程について、湯田拓史「教職大学院科目へ

のルーブリック評価導入の実践 ―FD 研修会を通じた情報共有の意義と課題―」『学校改善

研究紀要』（2024 年 3 月、75-89 頁）との題目で、全国学会の査読論文にしたことを報告し

た。論文の掲載先は、下記のアドレスを参照。 

https://j-sira.jp/wp-content/uploads/2024/04/06_2024_24J03.pdf 

 

令和６年度第 3回教育学研究科 FD研修会 

 令和 7年 2月 12日（水）10：30-12：00に、第一会議室において対面方式で実施した。

参加者は 16名であった。 

 令和 6年度後期の７つの科目の受講学生による授業アンケートの集計結果をあらかじめ 

Web Class によって共有した上で，それぞれの授業担当者から報告があり，改善について 

全員で協議した。 

 また、夜間受講生に対する実践の在り方について各授業担当者から報告がなされた。なる

べく対面方式で実施しながらも、事前事後学習として動画視聴が有効であるとの報告があ

った。そして、夜間受講生に対して、院生同士の討議の機会をどのように保障するのかなど

を参加者全体で協議した。 

 加えて、次年度から現職教員の 2年課程が始動することから、2年目の現場での指導の在

り方について、他大学院の実践も視野に入れて情報収集と報告を FD研修会でする予定であ

ることを説明した。 

 

参考資料 

資料１：令和 6年度 第１回教育学研究科 FD研修会・記録   

資料２：令和 6年度 第 2回教育学研究科 FD研修会・記録 

資料３：令和 6年度 第 3回教育学研究科 FD研修会・記録 

 

  

85



令和６年度附属学校教育実習専門委員会年次報告 

 

令和６年４月 10日に第１回附属学校教育実習専門委員会会議を開催し，基礎能力発展

実習・メンターシップ実習の学年・学級・教科配置案について協議した（資料１）。 

社会人入学大学院生が現任校での基礎能力発展実習の受講を希望していることに伴い，

宮崎大学大学院教育学研究科教育実習評価に関する内規の一部改正が必要となった。令和

６年５月９日開催第３回研究科教務委員会で改正案が承認された（資料２）。 

令和６年５月 24日に，基礎能力発展実習・メンターシップ実習合同説明会を開催し，

教育実習参加予定大学院生に対し，実習までのスケジュールや課題提出について説明を行

った（資料３）。 

令和６年６月６日に附属小学校において附属学校教育実習連絡会議が開催され，令和６

年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の実施計画について大学院と附属学校との間

で意見交換が行われた。この中で，教職大学院の附属実習について共通理解を図るために

「教職大学院基礎能力発展実習・メンターシップ実習についてのお願い」（資料４）の学

級担任・教科専門教員への配布を依頼した。また成績評価票・出勤簿の大学への提出はオ

ンライン化することとなった（資料５）。 

令和６年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の主な日程は次の通りである。 

令和６年５月 24日 基礎能力発展実習・メンターシップ実習合同説明会 

令和６年７月 22日 附属学校における事前指導 

令和６年８月 19日 附属学校における直前指導 

令和６年８月 26日 

   ～９月 13日 

附属学校における基礎能力発展実習・メンターシップ実習 

 令和６年 10月 10日に，第２回附属学校教育実習専門委員会を開催し，教育実習生の自

己評価結果を基に令和６年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の課題と改善案につ

いて協議した。その結果，一部教科において，大学院実習生の作成した単元計画に基づい

て，大学院実習生と学部実習生が授業を実施している事例があることが明らかとなった。

また事後検討会の会場を実習生自習室以外に確保することについての希望があった。この

件については２月に実施予定の附属学校教育実習専門委員会拡大会議において話題にする

こととした（資料６）。 

令和６年 11月 18日に，第３回附属学校教育実習専門委員会を開催し，令和６年度基礎

能力発展実習・メンターシップ実習評価を行った。評価結果については，令和６年 11月

28日開催の研究科教務委員会で報告した（資料７）。また令和７年度入学予定の現職等教

員大学院生が２名であることから，メンターシップ実習の実施方法について検討し，教科

（中学校英語・国語）については，各２名のストレートの指導を担当すること，SST・道
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令和６年度附属学校教育実習専門委員会年次報告 
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「教職大学院基礎能力発展実習・メンターシップ実習についてのお願い」（資料４）の学
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令和６年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の主な日程は次の通りである。 
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令和６年８月 26日 

   ～９月 13日 

附属学校における基礎能力発展実習・メンターシップ実習 

 令和６年 10月 10日に，第２回附属学校教育実習専門委員会を開催し，教育実習生の自

己評価結果を基に令和６年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習の課題と改善案につ

いて協議した。その結果，一部教科において，大学院実習生の作成した単元計画に基づい

て，大学院実習生と学部実習生が授業を実施している事例があることが明らかとなった。

また事後検討会の会場を実習生自習室以外に確保することについての希望があった。この

件については２月に実施予定の附属学校教育実習専門委員会拡大会議において話題にする

こととした（資料６）。 

令和６年 11月 18日に，第３回附属学校教育実習専門委員会を開催し，令和６年度基礎

能力発展実習・メンターシップ実習評価を行った。評価結果については，令和６年 11月

28日開催の研究科教務委員会で報告した（資料７）。また令和７年度入学予定の現職等教

員大学院生が２名であることから，メンターシップ実習の実施方法について検討し，教科

（中学校英語・国語）については，各２名のストレートの指導を担当すること，SST・道

徳のメンタリングについては，教科授業を担当しない学年に配置されたストレート院生を

対象とさせることとした（資料８）。 

 令和６年２月４日に，令和６年度附属学校教育実習専門委員会拡大会議を開催し，令和

６年度教育実習の総括と令和７年度の改善事項について協議を行った（資料９）。この中

で，事後検討会会場として，統括長室や会議室等，使用していない部屋を利用することに

ついて検討を依頼した。また大学院実習生の作成した単元計画に基づいて，大学院実習生

と学部実習生が授業を実施している事例についても検討を依頼した。 

 

参考資料 

資料１：令和 6年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習学級配置案 

資料２：令和６年度 第３回 研究科教務委員会議事要旨 

資料３：令和６年度基礎能力発展実習・メンターシップ実習実施計画 

資料４：教職大学院基礎能力発展実習・メンターシップ実習についてのお願い 

資料５：令和６年度第１回 教育学研究科・附属学校教育実習連絡会議議事要旨 

資料６：令和６年度第２回附属学校教育実習専門委員会議事録 

資料７：令和６年度第 12回研究科教務委員会議事録 

資料８：令和６年度第３回附属学校教育実習専門委員会議事録 

資料９：令和６年度度附属学校教育実習専門委員会拡大会議議事録 
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令和６年度連携協力校等教育実習専門委員会年次報告 

 

令和６年度、連携協力校等教育実習専門委員会は、教職実践高度化コースならびに教科

領域指導力高度化コースの連携協力校での教育実習とインターンシップ実習を担当した。

今年度も、通常通りの形で教育実習を実施することができた。 

学校教育実践研究実習（春実習）は５月 20日から 7月 16日の間の３週間で実施され

（実習校によって実施時期が異なる）、教育実践開発研究実習（秋実習）は 10月 7日から

11月 29日の間の４週間で実施された（実習校によって実施時期が異なる）。なお、インタ

ーンシップ実習は希望者が選択で実施するものであるが、今年度の希望者は 0名であっ

た。 

今年度は、教職大学院設置時に御願いした小中学校を再編して最初の年度であった。再

編は昨年度に宮崎市教育委員会、小中学校との協議のもとで行ったが、教職大学院発足時

に連携協力校となっていただいた学校の環境が大きく変化し、教職大学院の教育実習生の

受入が難しい状況となった学校が出てきたことが主な理由であった。以前より受け入れて

いただいている学部の教育実習とは目的や内容が異なる部分が多い教職大学院の教育実習

であるが、昨年度の依頼時に行った説明や、実習へ向けての説明会や連絡調整教員（実務

家教員）による連絡や調整などを細かく行ったこともあり、特に支障なく実習を終えるこ

とができた（実習終了後に毎年開催している連携協力校教育実習連絡会議でもこの件に関

するご意見は特になく、事後アンケートでも好意的な意見を頂いた）。 

また、今年度は、教員採用試験の実施時期変更に伴う学部の教育実習時期の変更との兼

ね合いで、多くの連携協力校で学校教育実践研究実習（春実習）の実施時期が例年の時期

から変更された。大学院としては概ね４～６月の３週間を御願いしてきたところである

が、九州地区の教員採用試験終了後に実習時期を設定した学部教育実習に合わせ、6月下

旬から 7月上旬での教育実習受入を希望された連携協力校が少なくなかった。大学院とし

ては、連携協力校の事情等もふまえ、要望を受け入れる形で教育実習を実施した。このよ

うな状況は、来年度（令和 7年度）以降も継続するものと思われる。 

本部会の業務は連携協力校における教育実習の運営全般であり、その業務の推移を詳細

に述べることは紙幅的に困難であるが、本部会が行った会議や協議、説明会などは以下の

通りである。 

日 程 会議、説明会、およびその主な内容 

令和６年 

４月３日 

 

４月５日 

４月 15日 

 

第１回会議（対面）－年度スケジュールと業務分担、感染症対応につい

て等 

連携協力校教育実習説明会－大学院学生・教員向け 

連携協力校における教育実習に係る説明会①（オンライン開催） 
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令和６年度連携協力校等教育実習専門委員会年次報告 

 

令和６年度、連携協力校等教育実習専門委員会は、教職実践高度化コースならびに教科

領域指導力高度化コースの連携協力校での教育実習とインターンシップ実習を担当した。

今年度も、通常通りの形で教育実習を実施することができた。 

学校教育実践研究実習（春実習）は５月 20日から 7月 16日の間の３週間で実施され

（実習校によって実施時期が異なる）、教育実践開発研究実習（秋実習）は 10月 7日から

11月 29日の間の４週間で実施された（実習校によって実施時期が異なる）。なお、インタ

ーンシップ実習は希望者が選択で実施するものであるが、今年度の希望者は 0名であっ

た。 

今年度は、教職大学院設置時に御願いした小中学校を再編して最初の年度であった。再

編は昨年度に宮崎市教育委員会、小中学校との協議のもとで行ったが、教職大学院発足時

に連携協力校となっていただいた学校の環境が大きく変化し、教職大学院の教育実習生の

受入が難しい状況となった学校が出てきたことが主な理由であった。以前より受け入れて

いただいている学部の教育実習とは目的や内容が異なる部分が多い教職大学院の教育実習

であるが、昨年度の依頼時に行った説明や、実習へ向けての説明会や連絡調整教員（実務

家教員）による連絡や調整などを細かく行ったこともあり、特に支障なく実習を終えるこ

とができた（実習終了後に毎年開催している連携協力校教育実習連絡会議でもこの件に関

するご意見は特になく、事後アンケートでも好意的な意見を頂いた）。 

また、今年度は、教員採用試験の実施時期変更に伴う学部の教育実習時期の変更との兼

ね合いで、多くの連携協力校で学校教育実践研究実習（春実習）の実施時期が例年の時期

から変更された。大学院としては概ね４～６月の３週間を御願いしてきたところである

が、九州地区の教員採用試験終了後に実習時期を設定した学部教育実習に合わせ、6月下

旬から 7月上旬での教育実習受入を希望された連携協力校が少なくなかった。大学院とし

ては、連携協力校の事情等もふまえ、要望を受け入れる形で教育実習を実施した。このよ

うな状況は、来年度（令和 7年度）以降も継続するものと思われる。 

本部会の業務は連携協力校における教育実習の運営全般であり、その業務の推移を詳細

に述べることは紙幅的に困難であるが、本部会が行った会議や協議、説明会などは以下の

通りである。 

日 程 会議、説明会、およびその主な内容 

令和６年 

４月３日 

 

４月５日 

４月 15日 

 

第１回会議（対面）－年度スケジュールと業務分担、感染症対応につい

て等 

連携協力校教育実習説明会－大学院学生・教員向け 

連携協力校における教育実習に係る説明会①（オンライン開催） 

４月 18日 

 

 

 

 

７月 31日 

 

８月７日 

10月 25日

～28日 

11月 27日 

 

  

12月８日 

 

令和７年 

１月８日 

３月未定 

３月未定 

 

年間を通じ

て随時 

連携協力校における教育実習に係る説明会②（オンライン開催） 

 ＊上記の説明会は、例年同じ内容を２回開催し、実習校の都合の良い

方に出席していただく方式で運用している。なお、実習に関わって

いただく複数の先生の出席の機会を増やす意図をもって、数年前よ

り対面ではなくオンライン形式で実施してきている。 

第２回会議（対面）－学校教育実践研究実習（春実習）の成績評価、実

習校からのアンケート結果、次年度実習生配置案について 

第３回会議（対面）－学校教育実践研究実習（春実習）成績（追加）の

件 

第４回会議（メール会議）－令和７年度の連携協力校実習の連絡調整教

員（案） 

第５回会議（対面）－学校教育実践研究実習（春実習）アンケート結果

について、令和７年度の教育実習の実施時期について、令和６年度連携

協力校教育実習連絡会議について 

令和６年度連携協力校教育実習連絡会議 

連携協力校再編実施後の状況、春実習の実施時期について 等 

第６回会議（対面）－教育実践開発研究実習について（成績、連携協力

校アンケート）について 

第７回会議－令和６年度の実習の振り返り、令和７年度の実習について 

インターンシップ実習Ⅱについての説明会－来年度の２年生対象 

 

上記記載以外のメール協議・打ち合わせ（連携協力校との連絡報告等） 

 

 

参考資料 

資料 1：「実習の手引き」（連携協力校関係） 

資料 2：教育実習に関する説明書類（学生向け）ならびに提出書類様式（一式） 

資料 3：連携協力校教育実習説明会運営要項、説明資料 

資料 4：第１回会議通知、資料、議事録 

資料 5：第２回会議通知、資料、議事録 

資料 6：第３回会議通知、議事録 

資料 7：第４回会議（メール会議）通知、資料、議事録 

資料 8：第５回会議通知、資料、議事録 

資料 9：第 6回会議通知、資料、議事録 

資料 10：連携協力校等教育実習連絡会議運営要項、説明資料 

資料 11：第 7回会議通知、資料、議事録 
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令和６年度学習達成度評価専門委員会年次報告 

 

教職大学院の修了認定に関わる「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の進め方、評価

について会議を開催し、以下のように決めて運営した。 

①第１回会議（令和６年４月５日）  

令和６年度の事業全体の日程及び進め方を確認した。また教職総合研究 I・IIの領域

「使命感・倫理観」及び「授業力」の指導担当者について確認を行った（資料１）。 

②教職総合研究Ⅰ・Ⅱ に係る説明会（令和６年４月 12日）を実施した（資料２）。 

③第２回会議（メール会議：令和６年 12月５日～11日） 

教職総合研究Ⅰ・Ⅱ外部評価委員及び課題研究発表会指導助言者を決定した。また、前

年度の反省を踏まえ、課題研究発表会の分科会の司会、タイムーキーパー、マイクランナ

ー1名を置くことを決定した（資料３）。 

④課題研究発表会の説明会（令和６年 12月 13日）を実施した（資料４）。 

⑤第３回会議（メール会議：令和７年１月８日～16日） 

 課題研究リポートの製本の装丁について、リポートの最初のページに表紙の書式に則っ

た用紙が含まれていれば、ハードカバー製本の場合は、表紙を書式の通りにしなくても良

いこととすることを決定した。便覧の変更については継続審議とする（資料５）。 

⑥ポートフォリオ及び課題研究リポートを受領し、担当教員の評価結果をまとめ、評価会

議に提出する評価案を作成した（令和６年２月５日）。 

⑦課題研究発表会及び学習達成度評価会議（令和６年２月８日）を開催した。発表会で

は、本委員会委員が発表会場の準備・片付け、外部評価委員への評価方法の説明等、発表

会全体を運営した（資料６）。評価会議に関しては、ポートフォリオなど会議資料を整備

し、会議の進行をリードした。 

＊なお３月に第４回の会議を開催し、令和６年度の反省に基づいて、令和７年度の「教職

総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の日程、実施方法を検討することにしている。 

 

参考資料 

資料１：R6_第 1回_学習達成度評価専門委員会議事要約 

資料２：令和６年度 教職総合研究Ⅰ・Ⅱに係る説明会について（M1・M2・現職用） 

資料３：R6_第 2回_学習達成度評価専門委員会議事要項（メール会議）  

資料４：R6課題研究発表会事前説明会運営要項 

資料５：R6_第 3回_学習達成度評価専門委員会議事要項（メール会議） 

資料６：R6  課題研究発表会実施要項【変更版】  
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令和６年度学習達成度評価専門委員会年次報告 

 

教職大学院の修了認定に関わる「教職総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の進め方、評価

について会議を開催し、以下のように決めて運営した。 

①第１回会議（令和６年４月５日）  

令和６年度の事業全体の日程及び進め方を確認した。また教職総合研究 I・IIの領域

「使命感・倫理観」及び「授業力」の指導担当者について確認を行った（資料１）。 

②教職総合研究Ⅰ・Ⅱ に係る説明会（令和６年４月 12日）を実施した（資料２）。 

③第２回会議（メール会議：令和６年 12月５日～11日） 

教職総合研究Ⅰ・Ⅱ外部評価委員及び課題研究発表会指導助言者を決定した。また、前

年度の反省を踏まえ、課題研究発表会の分科会の司会、タイムーキーパー、マイクランナ

ー1名を置くことを決定した（資料３）。 

④課題研究発表会の説明会（令和６年 12月 13日）を実施した（資料４）。 

⑤第３回会議（メール会議：令和７年１月８日～16日） 

 課題研究リポートの製本の装丁について、リポートの最初のページに表紙の書式に則っ

た用紙が含まれていれば、ハードカバー製本の場合は、表紙を書式の通りにしなくても良

いこととすることを決定した。便覧の変更については継続審議とする（資料５）。 

⑥ポートフォリオ及び課題研究リポートを受領し、担当教員の評価結果をまとめ、評価会

議に提出する評価案を作成した（令和６年２月５日）。 

⑦課題研究発表会及び学習達成度評価会議（令和６年２月８日）を開催した。発表会で

は、本委員会委員が発表会場の準備・片付け、外部評価委員への評価方法の説明等、発表

会全体を運営した（資料６）。評価会議に関しては、ポートフォリオなど会議資料を整備

し、会議の進行をリードした。 

＊なお３月に第４回の会議を開催し、令和６年度の反省に基づいて、令和７年度の「教職

総合研究Ⅰ」「教職総合研究Ⅱ」の日程、実施方法を検討することにしている。 

 

参考資料 

資料１：R6_第 1回_学習達成度評価専門委員会議事要約 

資料２：令和６年度 教職総合研究Ⅰ・Ⅱに係る説明会について（M1・M2・現職用） 

資料３：R6_第 2回_学習達成度評価専門委員会議事要項（メール会議）  

資料４：R6課題研究発表会事前説明会運営要項 

資料５：R6_第 3回_学習達成度評価専門委員会議事要項（メール会議） 

資料６：R6  課題研究発表会実施要項【変更版】  

 

  

令和６年度教職大学院入試専門委員会年次報告 

 

令和 6年度においては下記の日程で教職大学院入試専門委員会を開催し，大学院入試に

係る案件について審議・検討を行った。 

 

5月 16日（木）第 1回入試専門委員会【対面】 

入試専門委員会の日程や業務分担について確認・検討を行った。 

 

7月 24日（水）第 2回入試専門委員会【対面】 

教育学研究科入試（第一次募集）について，合格者選考要領，実施計画書および口述試

験マニュアルの作成・確認を行った。また，筆記試験免除および筆記試験代替の審査

委員会委員の選出を行った。 

 

9月 4日（水）第 3回入試専門委員会【対面】 

教育学研究科入試（第一次募集）について，実施体制の作成・確認を行った。 

 

11月 26日（火）第 4回入試専門委員会【対面】 

教育学研究科入試（第二次募集）について，合格者選考要領，実施計画書および口述試

験マニュアルの作成・確認を行った。また，実施体制の作成・確認も併せて行った。 

 

2月 20日（木）第 5回入試専門委員会【対面】 

令和 8年度宮崎大学大学院教育学研究科学生募集要項案について検討を行った。また，

教職大学院に関するニーズ調査集計結果（2024年度）の報告を行った。 

 
 
参考資料 

資料１：令和 7年度 宮崎大学大学院 教育学研究科 学生募集要項 

資料２：令和 7年度 第 1次入試実施計画書 

資料３：令和 7年度 第 1次入試選考要領 

資料４：令和 7年度 第 2次入試実施計画書 

資料５：令和 7年度 第 2次入試選考要領 
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令和 6年度教育学研究科学生支援専門委員会年次報告 

 
学生支援専門委員会では、主に学生生活に関することと教職就職対策に関することの支 

援を行なっている（資料１）。具体的には、教員採用試験に関する情報交換会の企画・実
施、教員採用試験対策の企画・実施、学生相談窓口の設置、現職院生と研究者教員との意
見交流会の実施、奨学金対象者の推薦、修了予定者を対象とした特別選考試験のための学
内推薦選考の実施、院生自習室の整備などである。 
教員採用試験に関する情報交換会は 6回実施した（資料 2）。教員採用試験に関する情報

交換の場としてだけでなく、現在は院生同士の交流の場としても位置付けて実施してい
る。特に、現職院生とストレート院生との交流の場として、院生同士のつながりを深める
貴重な機会となっている。 
 また教員採用試験対策は、宮崎県をはじめ教員採用試験の時期が早まったことに対応さ
せ、6月に「教員採用対策支援一覧表」を配布するとともに、2次試験対策を 1期（6月下
旬〜7月上旬）と 2期（7月中）に分けて実施した。第 1期では個人面接・模擬授業の指
導を、第 2期ではそれらに加えグループワークの対策も行なった（資料４）。その結果、
M2は全員合格となったが、M1で不合格になった学生に対しては、次年度の宮崎県公立
学校教員採用試験選考試験における「宮崎大学教職大学院修了予定者を対象 とした特別
選考試験」に基づく大学院の推薦を受けるよう助言を行った。その学内推薦のための審査
を 2025年 2月〜3月に実施予定である（資料 5）。 
他方、現職院生への支援として、現職院生と研究者教員との意見交流のための昼食会を 6
月 19日に実施した（資料 6）。現職院生が生活や学修において感じている困難さ等につい
て話す機会となった。 
年度末には学生支援委員へ院生から相談があり対応を行っているが、教員側のきめ細か

な配慮が求められる。また修了生との交流に向けて、実務家教員を中心に実施方法などに
ついて具体的な検討を行っている。 

 
参考資料 

資料１：宮崎大学大学院教育学研究科学生支援専門委員会細則  
資料２：情報交換会資料（第１回、第２回、第３回、第４回、第 5回、第 6回）  
資料３：教職大学院生に対する教員採用対策支援一覧表 
資料４：教員採用試験第１・２期対策スケジュール 
資料 5：「宮崎県公立学校教員採用試験選考試験における宮崎大学教職大学院修了予定者を
対象 とした特別選考試験」実施要項 

資料 6：「現職院生と研究者教員との昼食会」案内  
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令和 6年度教育学研究科学生支援専門委員会年次報告 

 
学生支援専門委員会では、主に学生生活に関することと教職就職対策に関することの支 

援を行なっている（資料１）。具体的には、教員採用試験に関する情報交換会の企画・実
施、教員採用試験対策の企画・実施、学生相談窓口の設置、現職院生と研究者教員との意
見交流会の実施、奨学金対象者の推薦、修了予定者を対象とした特別選考試験のための学
内推薦選考の実施、院生自習室の整備などである。 
教員採用試験に関する情報交換会は 6回実施した（資料 2）。教員採用試験に関する情報

交換の場としてだけでなく、現在は院生同士の交流の場としても位置付けて実施してい
る。特に、現職院生とストレート院生との交流の場として、院生同士のつながりを深める
貴重な機会となっている。 
 また教員採用試験対策は、宮崎県をはじめ教員採用試験の時期が早まったことに対応さ
せ、6月に「教員採用対策支援一覧表」を配布するとともに、2次試験対策を 1期（6月下
旬〜7月上旬）と 2期（7月中）に分けて実施した。第 1期では個人面接・模擬授業の指
導を、第 2期ではそれらに加えグループワークの対策も行なった（資料４）。その結果、
M2は全員合格となったが、M1で不合格になった学生に対しては、次年度の宮崎県公立
学校教員採用試験選考試験における「宮崎大学教職大学院修了予定者を対象 とした特別
選考試験」に基づく大学院の推薦を受けるよう助言を行った。その学内推薦のための審査
を 2025年 2月〜3月に実施予定である（資料 5）。 
他方、現職院生への支援として、現職院生と研究者教員との意見交流のための昼食会を 6
月 19日に実施した（資料 6）。現職院生が生活や学修において感じている困難さ等につい
て話す機会となった。 
年度末には学生支援委員へ院生から相談があり対応を行っているが、教員側のきめ細か

な配慮が求められる。また修了生との交流に向けて、実務家教員を中心に実施方法などに
ついて具体的な検討を行っている。 

 
参考資料 

資料１：宮崎大学大学院教育学研究科学生支援専門委員会細則  
資料２：情報交換会資料（第１回、第２回、第３回、第４回、第 5回、第 6回）  
資料３：教職大学院生に対する教員採用対策支援一覧表 
資料４：教員採用試験第１・２期対策スケジュール 
資料 5：「宮崎県公立学校教員採用試験選考試験における宮崎大学教職大学院修了予定者を
対象 とした特別選考試験」実施要項 

資料 6：「現職院生と研究者教員との昼食会」案内  

令和６年度教育学研究科コース委員会年次報告 

 
宮崎大学大学院教育学研究科コース委員会規程第１条に基づき、宮崎大学大学院教育学

研究科教職実践開発専攻の各コースの円滑な運営を促進するため、宮崎大学大学院教育学

研究科コース委員会を置き、企画・運営等に関する事項について審議している。年間数回の

開催を計画しているが、今年度は 4回開催した。 

主な議題は、以下の通りである。 

 

第１回（7月 26日） 

議題 

１．共通問題・教育に関する小論文の作問 

共通問題と「教育に関する小論文（社会人経験者）」の問題について検討を行った。 

 

第２回（９月５日） 

議題： 

１．筆記試験免除判定 

筆記試験免除に関する申合せに基づき、筆記試験免除申請について審査を行った。申請

者から提出された資料を基に行った判定結果を、次回研究科教務委員会に提案すること

となった。 

２．現職教員等の筆記試験代替措置判定 

代替措置に関する申合せに基づき、筆記試験代替申請について審査を行った。コース委

員会の判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することとなった。 

３．「学校における実習」の免除措置の判定 

「学校における実習」の免除措置に関する内規に基づき、「学校における実習」の免除

申請について審査を行った。コース委員会の判定結果を研究科教務委員会に提案するこ

ととなった。 

 

第３回（10/31） 

議題 

１．共通問題・教育に関する小論文の作問 

  共通問題と「教育に関する小論文（社会人経験者）」の問題について検討を行った。 

 

第４回（11/22） 

議題： 

１．筆記試験免除判定 
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  筆記試験免除に関する申合せに基づき、筆記試験免除申請について審査を行った。申

請者から提出された資料を基に行った判定結果を、次回研究科教務委員会に提案する

こととなった。 

２．現職教員等の筆記試験代替措置判定 

代替措置に関する申合せに基づき、筆記試験代替申請について審査を行った。コース

委員会の判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することとなった。 

３．「学校における実習」の免除措置の判定 

「学校における実習」の免除措置に関する内規に基づき、「学校における実習」の免

除借置申請について審査を行った。コース委員会の判定結果を研究科教務委員会に提

案することとなった。 
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  筆記試験免除に関する申合せに基づき、筆記試験免除申請について審査を行った。申

請者から提出された資料を基に行った判定結果を、次回研究科教務委員会に提案する

こととなった。 

２．現職教員等の筆記試験代替措置判定 

代替措置に関する申合せに基づき、筆記試験代替申請について審査を行った。コース

委員会の判定結果を、次回研究科教務委員会に提案することとなった。 

３．「学校における実習」の免除措置の判定 

「学校における実習」の免除措置に関する内規に基づき、「学校における実習」の免

除借置申請について審査を行った。コース委員会の判定結果を研究科教務委員会に提

案することとなった。 

 

  

 

令和６年度教育学研究科教育質保証・向上委員会年次報告 

 
宮崎大学大学院教育学研究科教育質保証・向上委員会規程第１条に基づき、宮崎大学大学

院教育学研究科における教育の内部質保証に関する方針・責任体制を明確にし、教育の質保

証を継続的に行い、教育内容・方法を発展させ質向上を促進するため、宮崎大学大学院教育

学研究科質保証・向上委員会を置き、内部質保証に関する事項について審議している。年間

数回の開催を計画しているが、今年度は３月に 1回開催した。 

予定している議題等は、以下の通りである。 

 

第１回（３月 13日開催） 

議題 

１．Ｒ７ 年度からの短期履修制度見直しにともなう教育体制について 

２．ルーブリック評価について 

３．認証評価（令和 9年度 受診）に向けて 

 

報告 

１．Ｒ６ 年度フォローアップ事業について 

 

参考資料 

資料１：教育学研究科教育質保証・向上委員会議事録  
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令和６年度教育学部・研究科広報委員会 年次報告 

 
本学の組織としては，広報委員会は教育学部・教育学研究科併せての委員会であるが，こ

こでは教育学研究科（教職大学院）の広報活動に絞って報告する。 
今年度の主な広報活動は，①進学説明会・相談会の開催，②教職ガイダンスにおける教職

大学院の紹介，③教職大学院紹介資料の作成・更新，④教職大学院紹介動画の制作，⑤研究

科 HPの更新の５つである。 
 

1. 進学説明会・相談会の開催 

大学院進学の相談については，原則として教務・学生支援係を窓口として，随時行ってい

る。授業内容や具体的な研究相談等については，内容によって教務・学生支援係からその担

当教員のところに相談情報が寄せられ，その後，教員と希望者が対面もしくはオンラインで

相談に応じる体制を取っている。 
本年度開催した進学説明会・相談会は以下のとおりである。 
 
(1) 6月 22日（土）13:00～15:00（まちなかキャンパス） 
参加者９名（内訳：本学教育学部４年生３名，他大学４年生２名，現職教員４名） 

(2) 6月 26日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者６名（内訳：現職教員１名，本学教育学部３年生５名） 

(3) 8月 10日（金）13:00～15:00（教育学部実験・研究棟 大学院講義室） 
参加者 10名（内訳：現職教員１名，本学教育学部４年生７名，本学農学部４年生
１名，他大学４年生１名） 

(4) 10月 23日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者３名（内訳：本学教育学部１年生２名，他大学４年生１名） 

(5) 12月 10日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者９名（内訳：本学教育学部３年生８名，他大学３年生１名） 

(6) 1月 20日（月）12:30～13:00（宮崎国際大学） 
参加者６名（内訳：宮崎国際大学国際教養学部３年生３名，同大学教育学部３年生

２名，同２年生１名） 
(7) 2月 5日（月）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者２名（内訳：本学教育学部 3年生 1名，農学部 3年生１名） 

(8) 2月 20日（月）12:10～13:10（教育学部講義棟 L402教室） 
参加者 10名（内訳：本学教育学部英語専修 2・3年生 10名） 

 
2. 教職ガイダンスにおける教職大学院の紹介 
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令和６年度教育学部・研究科広報委員会 年次報告 

 
本学の組織としては，広報委員会は教育学部・教育学研究科併せての委員会であるが，こ

こでは教育学研究科（教職大学院）の広報活動に絞って報告する。 
今年度の主な広報活動は，①進学説明会・相談会の開催，②教職ガイダンスにおける教職

大学院の紹介，③教職大学院紹介資料の作成・更新，④教職大学院紹介動画の制作，⑤研究

科 HPの更新の５つである。 
 

1. 進学説明会・相談会の開催 

大学院進学の相談については，原則として教務・学生支援係を窓口として，随時行ってい

る。授業内容や具体的な研究相談等については，内容によって教務・学生支援係からその担

当教員のところに相談情報が寄せられ，その後，教員と希望者が対面もしくはオンラインで

相談に応じる体制を取っている。 
本年度開催した進学説明会・相談会は以下のとおりである。 
 
(1) 6月 22日（土）13:00～15:00（まちなかキャンパス） 
参加者９名（内訳：本学教育学部４年生３名，他大学４年生２名，現職教員４名） 

(2) 6月 26日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者６名（内訳：現職教員１名，本学教育学部３年生５名） 

(3) 8月 10日（金）13:00～15:00（教育学部実験・研究棟 大学院講義室） 
参加者 10名（内訳：現職教員１名，本学教育学部４年生７名，本学農学部４年生
１名，他大学４年生１名） 

(4) 10月 23日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者３名（内訳：本学教育学部１年生２名，他大学４年生１名） 

(5) 12月 10日（水）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者９名（内訳：本学教育学部３年生８名，他大学３年生１名） 

(6) 1月 20日（月）12:30～13:00（宮崎国際大学） 
参加者６名（内訳：宮崎国際大学国際教養学部３年生３名，同大学教育学部３年生

２名，同２年生１名） 
(7) 2月 5日（月）12:10～13:10（教育学部実験・研究棟 第一会議室） 
参加者２名（内訳：本学教育学部 3年生 1名，農学部 3年生１名） 

(8) 2月 20日（月）12:10～13:10（教育学部講義棟 L402教室） 
参加者 10名（内訳：本学教育学部英語専修 2・3年生 10名） 

 
2. 教職ガイダンスにおける教職大学院の紹介 

学部就職委員会主催の学部 3・4年生を対象とした教職ガイダンスにおいて，教職大学院
の紹介を下記のとおり行った。 

 
(1) 4月 8日（月）13:30～13:35（教育学部講義棟 L102教室） 
参加者：本学教育学部 4年生全員 

(2) 4月 9日（火）13:30～13:35（教育学部講義棟 L102教室） 
参加者：本学教育学部 3年生全員 

(3) 10月 9日（水）15:15～15:30（教育学部講義棟 L102教室） 
参加者：本学教育学部 3年生全員 

 

3. 教職大学院紹介資料の作成・更新 

大学や学部・研究科で刊行する概要や案内には教職大学院の紹介が掲載されている。今年

度行った資料の作成・更新は以下のとおりである。 
 
(1) 大学案内 CAMPUS GUIDE 2024（5月更新） 
(2) 令和 6年度宮崎大学概要 2024（日本語版）（5月更新） 
(3) 令和 6年度宮崎大学概要 2024（英語版）（6月更新） 
(4) 学部案内：教育学部・教育学研究科（8月更新） 
(5) 教職大学院パンフレット（8月作成） 
 

4. 教職大学院紹介動画の制作 

今年度，教職大学院紹介動画を作成した。その内容は以下のとおりである。 
 

項目 内容 
オープニング (1) はじめに 
教職実践開発専攻（教職大学
院）の説明 

(1) 理念・目的 
(2) 専攻の特徴 
(3) 3ポリシー 

コース紹介①： 
教職実践高度化コース 

(1) 教育行政・学校経営分野の紹介 
(2) 学生インタビュー①：教育行政・学校経営分

野 
(3) 生徒指導・教育相談分野の紹介 
(4) 学生インタビュー②：生徒指導・教育相談分

野 
(5) 教育課程・授業研究分野の紹介 
(6) 学生インタビュー③：教育課程・授業研究分

野 
コース紹介②： 
教科領域指導力高度化コース 

(1) 教科領域指導力高度化コースの説明 
(2) 学生インタビュー 

コース紹介③： 
特別支援教育コース 

(1) 特別支援教育コースの説明 
(2) 学生インタビュー 

クロージング (1) おわりに 
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5. 研究科 HPの更新 

今年度行った研究科 HP更新の主な内容は，以下のとおりである。 
 
(1) 教職大学院パンフレットの公開（12月公開） 
(2) 正規教員になる教職大学院修了生を対象とした奨学金返還免除制度の紹介（12月公

開） 
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5. 研究科 HPの更新 

今年度行った研究科 HP更新の主な内容は，以下のとおりである。 
 
(1) 教職大学院パンフレットの公開（12月公開） 
(2) 正規教員になる教職大学院修了生を対象とした奨学金返還免除制度の紹介（12月公
開） 

 

  

令和６年度教職大学院年報刊行委員会年次報告 

 

令和６年２月 28日までに，教職大学院年報第４号に対して研究論文３本・実践報告２

本の投稿があった。教職大学院年報刊行規程（資料１）に基づき，投稿された各研究論文

について，それぞれ研究者専任教員２名の点検者を選出し，点検を依頼した。点検結果に

基づき令和６年４月 18日研究科教務委委員会に研究論文２本・実践報告４本の年報掲載

を提案し，了承された（資料２）。 

令和６年６月 30日，研究論文３本・実践報告２本のほか，課題研究リポート報告 23

報，研究科年次報告を含む教職大学院年報第４号が刊行された（資料３）。 

令和６年 12月 13日に開催された課題研究発表会の中で，修了予定大学院生に対し，教

職大学院年報第５号原稿募集を通知した。令和７年２月３日より，Webclass上で教職大学

院年報第５号の原稿募集を開始した（資料４）。 

 
参考資料 

資料１：教職大学院年報刊行規程 

資料２：令和６年度第２回研究科教務委委員会議事録 

資料３：教職大学院年報第４号 

資料４：Webclass【2025年２月３日掲載】教職大学院年報投稿窓口 
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○宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行規程 
 
 
 
 

  改正 令和４年２月２日   
 

（趣旨） 
第１条 この規程は、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」（以下「年報」
という。）の投稿及び編集・刊行に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 
（収録内容） 
第２条 年報は、教職実践の高度化に関する研究論文、実践報告、課題研究リポート報告及
び研究科年次報告で構成する。      

 
（投稿資格） 
第３条 研究論文及び実践報告の投稿資格は、次の各号のいずれかに該当する者とする。               
 (1) 宮崎大学大学院教育学研究科（以下「研究科」という。）院生  
 (2) 研究科若しくは宮崎大学教育学部の専任教員又は宮崎大学教育学部附属学校園教員 
 (3) 研究科教職実践開発専攻修了生（ただし、研究科専任教員との共著による研究論文の

みとする。） 
 (4) その他宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行委員会が認めた者 
 
（委員会） 

第４条 年報の編集・刊行等に関わる運営業務を行うため宮崎大学大学院教育学研究科年
報刊行委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 
(1) 教職実践高度化コース研究者教員 １人 
(2) 教科領域指導力高度化コース研究者教員 １人 
(3) 特別支援教育コース担当研究者教員 １人 
(4) 実務家教員 １人 
(5) その他委員会が必要と認めた者 
３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じたときの後任者
の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 
 
（委員長及び副委員長） 

令和３年２月３日 
制 定 
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第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は前条第１号から第３号までの委員
の中から教育学研究科専門職学位課程統括長が指名し、副委員長は委員長が指名する。 
２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代行する。 
 
（刊行） 

第６条 委員会は、年１回年報を刊行する。 
２ 委員会は、必要に応じ研究科委員会の議を経て、特別号を刊行することができる。 
 
（研究論文及び実践報告の投稿編数及び執筆ページ数） 

第７条 投稿は、１人につき、各号、単著・共著合わせて３編までとする。ただし、単著の
みの場合は２編までとする。 

２ 執筆可能ページ数は、１号につき、刷り上がり 10ページまでとする。共著の場合、ペ
ージ数の換算方法は執筆者による均等割とする。 

         
（研究論文及び実践報告の書式等） 

第８条 原稿の書式等は、委員会が別に定める「宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大
学院年報」執筆要領」によるものとする。 

 
（研究論文及び実践報告の原稿の提出） 
第９条 投稿の申込みに当たっては、次により取り扱うものとする。 
 (1) 投稿の申込みは、宮崎大学大学院教育学研究科年報「教職大学院年報」投稿申込書に

原稿を添えて、毎年２月末までに委員会に提出するものとする。ただし、２月末が休日
に当たるときは、その直前の平日までに委員会に提出するものとする。 

 (2) 原稿の締切りは、期日を厳守すること。締切り後は受理しない。なお、一旦受理した
原稿は校正まで返却しない。 

 
（研究論文及び実践報告の原稿採否の決定）  

第１０条 研究論文の採否については、委員会が指名する研究科専任教員２人による意見
をもとに委員会が原案を作成し、研究科委員会の議を経て、決定する。 

２ 実践報告の採否については、委員会が決定する。 
 
（研究論文及び実践報告の校正） 

第１１条 校正は、執筆者が行う。その際、内容の変更は認めない。校正は、２回をもって
校了とする。 

 
（課題研究リポート報告及び研究科年次報告の提出） 
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第１２条 課題研究リポート報告及び研究科年次報告の提出に当たっては、次により取り
扱うものとする。なお、提出期限は、毎年２月末とし、２月末が休日に当たるときは、そ
の直前の平日とする。 

 (1) 課題研究リポート報告については、教育学研究科学習達成度評価専門委員会が取りま
とめを行い、委員会に提出するものとする。 

 (2) 研究科年次報告については、教育学研究科の各委員会がそれぞれ年次の報告を作成
し、委員会に提出するものとする。 

 
（刊行費） 

第１３条 刊行費は、研究科共通経費とする。 
 
（著作権の帰属等） 

第１４条 年報に掲載された投稿物の著作権は、研究科に帰属する。ただし、著者が掲載論
文を教育的な目的のために利用する限りにおいては研究科の許可を必要としないものと
する。 

２ 研究科は、学術研究の成果並びに活動状況を発表し、広く学内外との学術交流を果たす
ため、掲載論文等を「宮崎大学学術情報リポジトリ」に登録するものとする。 

        
（その他） 
第１５条 この規程に定めるもののほか、年報の投稿及び編集・刊行に関して必要な事項
は、委員会で決定する。 

 
   附 則 
この規程は、令和３年２月３日から施行する。 
 
  附 則 

１ この規程は、令和４年２月２日から施行する。 
２ 宮崎大学大学院教育学研究科年報刊行専門委員会細則（令和３年２月３日制定）は、廃
止する。 

３ この規程の施行後、最初に選出される委員の任期は、第４条第３項の規定にかかわら
ず、令和４年３月 31日までとする。 
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